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本日はこのような発表の機会をいただき、また、過去に助成金をいただきましたことを
深く感謝申し上げます。

【スライド -1】
本日は、「慢性期・急性期疾患の発

症による厚生損失の定量的評価」とい
うタイトルで研究報告をさせていた
だきますが、私は専門が経済学です
ので経済学の観点から、病気を発症
したことによってそれが世帯にどう
いう影響を与えるかということを研
究した成果を報告させていただきま
す。なお、この研究は早稲田大学の
野口晴子先生との共同研究となって
います。

【スライド -2】
われわれの研究のモチベーション

は、世帯の健康の悪化が世帯に経済
厚生上の損失、つまり言い変えます
と、消費にどういう悪影響を与える
かということを明らかにしたいとい
うことから始まっています。

健康の悪化は本人や家族の就労を
阻害します。本人は当然働けなくな
ることがありますが、家族は介護や
サポートをしなければいけなくなる
ので、これも就労できなくなる可能
性があります。それを通じて、世帯
所得の減少が起こる可能性があります。

さらに医療支出も増加すると考えられるので、それを通じて消費に悪影響を与えると考
えられます。民間や公的な医療保険、あるいは家族、親族間の相互扶助、そして貯蓄の取
り崩しなどを通じて消費の減少は一部は相殺されるのですが、相殺しきれない部分は消費
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の減少という形で出てくるだろうと考えられます。
ただ、消費の減少を見る前に、わが国ではそもそも健康の悪化が就労、所得に対してど

ういう影響を与えるかということの評価が十分なされているとは言えない現状があると思
います。

【スライド -3】
一つの理由としては、健康の効果

を測る上で、健康の効果というもの
を識別するのが非常に難しいという
ことが挙げられます。これは、計量
経済学の分野で内生性と呼ばれてい
る問題ですが、健康にはそういう内
生性がある。つまり説明変数として
使う健康と推定式の中に入っている
撹乱項が相関してしまうという問題
があることが認識されています。

こういった分野でよく言われるの
が、正当化行動、正当化仮説という
もので、早めに退職した人が、自分が働いてないことを不健康で正当化しようとする傾向
があると指摘されています。こういう傾向があると、不健康だから退職したのか、早めに
退職したから自分は不健康だと答えているのか、因果関係を識別するのが非常に難しくな
ることが指摘されています。

その他にも測定誤差というものがあり、健康を正確に測るのは難しいと言われています。
ですので、こういった測定誤差があると、Attenuation biasというゼロ方向へのバイアスが
働いてしまって、健康の効果を過小に評価してしまうことが分かっています。

他にも欠落変数と呼ばれる問題もあります。就労を被説明変数、健康を説明変数にする
場合、この両方に影響を与える観察できない変数、例えば過去の就労状態などですが、そ
ういうものを説明変数に加えられないことで健康の効果を正確に推定することはできない
ということが発生し得ます。

【スライド -4】
本研究では、こういった健康の内

生性に対処した上で、中高齢男性の
健康状態の悪化が労働供給や所得に
対してどんな影響を与えるかという
ことを、きちんと定量的に評価する
ことが目的になっています。

健康指標として使ったのは、過去3
年間に発症した疾病の数、生活習慣
病の有無、そして、三大疾病の有無
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です。これらが、就労状況や週当たりの労働時間数、本人の所得、および世帯の所得にど
ういう影響を与えるかという推定を行いました。

【スライド -5】
データは「健康と引退に関する調

査」という、2008年から国立社会保
障・人口問題研究所が毎年実施して
いる、全国の中高齢者を対象とする
パネル調査です。

われわれが使ったのは、スライド
にあるように、変数に欠損のあるも
のを除いて、2008年から2010年まで
の3年間の合計で延べ1,715人の男性
のデータです。

【スライド -6】
データ分析では、先ほど申し上げた

健康の内生性の問題に対処した上で、
就労関数と週当たり労働時間関数と
所得関数をそれぞれ推定しました。

使った手法は、いずれも操作変数
というものを用いて内生性に対処す
るのですが、就労については、無職
なら1となるダミー変数を被説明変数
にしたProbit推定ですし、週当たり
労働時間関数については、週当たり
労働時間の下限がゼロという変数の
性質を考慮して、Tobit推定を行って
います。

所得についても下限ゼロなのですが、解釈のしやすさ等を考えて対数を取り、さらに所
得がゼロという観測値があまり無いことから、2SLS推定、つまり2段階最小二乗法を使っ
て推定しています。

そして、どの推定でもIVつまり操作変数としては若年期の肥満度と親の既往歴を用い
て、内生性に対処しました。

【スライド -7〜9】
結果としては、まず、労働供給に与える健康悪化の影響を一言で申し上げると、不健康

というのは労働供給を阻害するという、ある意味で当たり前の結果になりました。
一応具体的に申し上げますと、過去3年間に発症した疾病数が多い人ほど調査時点の無

職確率が有意に高くなる。さらに、過去3年間に生活習慣病を発症した人ほど、調査時点
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の無職確率が有意に高い。同様のこ
とが三大疾病を発症した者について
も言うことができます。

【スライド -10】
さらに、被説明変数を週当たり労

働時間数にして分析すると、疾病数
については有意な影響を与えない。
つまり、疾病数というのは、平均的
な疾病が一つ増えたときの効果とい
うものを測っていますので、そういっ
たものについては有意な影響が見ら
れないけれども、生活習慣病とか三
大疾病といった、割と就労を阻害し
そうなものについては、やはり労働
時間数を有意に減少させる効果があ
ることが分かりました。

従って、生活習慣病や三大疾病に
ついては、無職確率を単に高めるだ
けではなく、労働市場に留まった人
についても、その労働時間を有意に
減少させてしまう効果を持つと考え
ることができます。

【スライド -11】
次に、健康の悪化が所得に与える効果です。
これはスライド上はいろいろお示ししていますが、簡単にまとめると、先ほど見た労働

供給への効果というのは予想された結果で、あまりインパクトがない結果だったのですが、
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所得に与える効果はなかなか興味深
い結果でした。どの辺が興味深いか
と言いますと、本人の所得は健康の
悪化によってこのように有意に減少
します。疾病数で見ても、生活習慣
病で見ても、三大疾病で見ても、そ
のような効果が見られます。しかし、
この右側の世帯所得に与える効果は
有意ではないという結果になりまし
た。ですので、本人の所得は減少す
るのだけれども、世帯で見れば所得
は有意には減少しないということに
なっています。

この世帯所得に健康悪化が有意な影
響を持たない理由として、他の世帯員
が健康が悪化した者に代わって働き始
めること、さらに、健康の悪化した人
が公的保険や民間保険の給付を受け取
ることで世帯所得の減少が一部相殺さ
れていることが考えられるかと思いま
す。

【スライド -12】
結論です。
われわれは、健康の悪化が労働供給や所得に与える効果を、日本のデータを使って分析

しました。
面白い結果としては、本人所得は有意に減少させるのだけれども、世帯所得には有意な

影響が見られないという点です。これが消費にどういう影響を与えるかですが、短期的に
は、世帯所得は減少していませんから、消費の減少は見られないかもしれませんが、長期
的に考えた場合に、もしかすると世帯消費を減少させるかもしれないと考えられますので、
その辺をこれから分析していきたいと考えています。
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